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第８章　日本の高等教育における職業教育と学位

金子　元久

　戦後日本の高等教育制度は「大学」を根幹とするが，大学の目的の一つは職業準備にある。他

方で職業教育にその目的を限った機関も並存している。それらがどのように異なるのか，それが

高等教育システムとしてみた場合にどのような問題をもっているのか。そうした観点から本章で

は日本の高等教育における各種機関の性格を整理し，その背後に流れる問題を論ずる。

１．制度，法的地位

１.１　制度の枠組み

　日本の高等教育レベルにおける教育機関としては「大学」，「短期大学」，「高等専門学校」，「専

門学校」，「各種学校」，「省庁学校」があげられる（図表８－１）。

　日本の大学制度は，学校基本法，学校教育法などによって，国の単位で法的にその定義がなさ

れている。学校教育法はその第１条において，日本の学校制度を構成する教育機関を制定してお

り，高等教育段階では大学が，それにあたる１。

　さらに学校教育法は第８章（第８３ - １１４条）においてさらに大学の目的等を定義し，また第１０８
条で，大学の一つの形態として「短期大学」をおくことを規定している２。したがって法律上は，

広義の「大学」（大学・大学院，短大を含む）と，狭義の大学（短大を除く）が存在することにな

る。また中等教育と高等教育にまたがる機関として高等専門学校をおくことになっている３。その

１ 学校教育法第一条 　この法律で，学校とは，幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，
大学及び高等専門学校とする。

２ 学校教育法第百八条　大学は，第八十三条第一項に規定する目的に代えて，深く専門の学芸を教授研究し，職業
又は実際生活に必要な能力を育成することを主な目的とすることができる。
○２　前項に規定する目的をその目的とする大学は，第八十七条第一項の規定にかかわらず，その修業年限を二
年又は三年とする。
○３　前項の大学は，短期大学と称する。

３ 学校教育法第１０章

図表８－１　高等教育機関の種類とその根拠

設置者法的根拠英語名称国際分類

国，地方公共団体，学校法人学校教育法第１条，
同第９章

University, College大学６４，６５

国，地方公共団体，学校法人学校教育法第１条，
第１０８条

Junior College短期大学５４，５５

国，地方公共団体，学校法人学校教育法第１条，
第１０章

College of Technology
高等専門学校５５

一定の資格を備えた団体学校教育法第１１章Specialized training college, 
Post-Secondary Level

専門学校
（専修学校専門課程）

５５

規定なし学校教育法第１３４条各種学校

設置主体による定義各種学校に準じる省庁学校
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５年間の課程のうち，後期２年間は高等教育段階にあるものと理解される。これらが，国がその

設置，管理に責任をおくことが明確な高等教育機関であり，学校教育法第１条に規定されている

ことから「一条校」ともよばれる。

　「一条」によって規定されていない学校のうち，一定の条件を満たすものを専修学校とし，そ

のうち，専門学校と呼ばれるものが，高等教育機関に相当するものと考えられる４。それ以外の学

校は各種学校と呼ばれる５。

　大学の設置主体は，一条校に関しては政府（国立大学法人及び独立行政法人国立高等専門学校

機構を含む），地方公共団体（公立大学法人を含む），学校法人に限られる６。専修学校については，

一条校のような限定はないが，一定の条件を備えた団体が設置することとされている７。大学，

短大，高等専門学校の設置，監督は国が行うが８，専門学校については，都道府県が行う９。

　高等教育制度における各機関のミッションは，主に学校教育法によって総括的に定義されてい

る。ただしその文言（図表８－２（a））をみると，かなり抽象的であり，しかも必ずしも相互の
異同が明確なわけではない。

　最もミッションが広く規定されているのは大学であって，教育と研究の両者を行うこと，「専門」

と「知的道徳的」能力の双方を形成すること，および「応用的能力」を形成するものとしている。

これに対して短大については，「職業又は実際生活に必要な能力を育成」するとして，職業準備が

強調されている。高等専門学校についても「職業に必要な能力」の教育が目的となっている。他

方で，専門学校については「職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し，又は教養の向上を図

る」とされていて，必ずしも応用能力に対象が限られているわけではない。これは一つには専修

学校高等課程を含むことにもよるものと考えられるが，制度上の規定としては一般的なものであ

ることに留意するべきである。

　さらに機関の目的と，目的とする知識について，比較してみれば，図表８－２（ｂ）のようになる。

４ 学校教育法第百二十五条　専修学校には，高等課程，専門課程又は一般課程を置く。 
○２  専修学校の高等課程においては，中学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者若しくは中等教育学校の前
期課程を修了した者又は文部科学大臣の定めるところによりこれと同等以上の学力があると認められた者に対し
て，中学校における教育の基礎の上に，心身の発達に応じて前条の教育を行うものとする。
○３　専修学校の専門課程においては，高等学校若しくはこれに準ずる学校若しくは中等教育学校を卒業した者
又は文部科学大臣の定めるところによりこれに準ずる学力があると認められた者に対して，高等学校における教
育の基礎の上に，前条の教育を行うものとする。

５ 学校教育法第百三十四条　第一条に掲げるもの以外のもので，学校教育に類する教育を行うもの（当該教育を行
うにつき他の法律に特別の規定があるもの及び第百二十四条に規定する専修学校の教育を行うものを除く。）は，
各種学校とする。

６ 学校教育法第二条　学校は，国（国立大学法人法 （平成十五年法律第百十二号）第二条第一項 に規定する国立大
学法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構を含む。以下同じ。），地方公共団体（地方独立行政法人法 （平成
十五年法律第百十八号）第六十八条第一項 に規定する公立大学法人を含む。次項において同じ。）及び私立学校
法第三条 に規定する学校法人（以下学校法人と称する。）のみが，これを設置することができる。

７ 学校教育法第百二十七条　専修学校は，国及び地方公共団体のほか，次に該当する者でなければ，設置すること
ができない。
一　専修学校を経営するために必要な経済的基礎を有すること。 
二　設置者（設置者が法人である場合にあつては，その経営を担当する当該法人の役員とする。次号において同
じ。）が専修学校を経営するために必要な知識又は経験を有すること。
三　設置者が社会的信望を有すること。

８ 学校教育法第３条，第４条
９ 学校教育法第百三十条　国又は都道府県が設置する専修学校を除くほか，専修学校の設置廃止（高等課程，専門
課程又は一般課程の設置廃止を含む。），設置者の変更及び目的の変更は，市町村の設置する専修学校にあつては
都道府県の教育委員会，私立の専修学校にあつては都道府県知事の認可を受けなければならない。
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　すなわち機関の目的については，大学・短期大学については「教授研究」，高等専門学校では

研究機能は入っていない。専門学校については特に規定がない。教育によって修得するべきもの

については，表現に微妙な差がある。明確に「職業」が掲げられているのは，短期大学，高等専

門学校，専門学校だが，大学についても，「応用的能力」が規定されているのは広い意味での職業

教育を指すものと解することができる。このような意味で，職業教育が目的から排除されている

教育機関はない。他方で，職業準備のみが目的となっているのは高等専門学校のみである。

図表８－２（a）　機関別の設置目的

法的根拠法律上の規定名称

学校教育法第８３条大学は，学術の中心として，広く知識を授けるとともに，深く専門の学芸
を教授研究し，知的，道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とす

る。 
○２　大学は，その目的を実現するための教育研究を行い，その成果を広
く社会に提供することにより，社会の発展に寄与するものとする。

大学

学校教育法第１０８条大学は，第八十三条第一項に規定する目的に代えて，深く専門の学芸を教
授研究し，職業又は実際生活に必要な能力を育成することを主な目的とす
ることができる。
○２　前項に規定する目的をその目的とする大学は，第八十七条第一項の
規定にかかわらず，その修業年限を二年又は三年とする。 
○３　前項の大学は，短期大学と称する。

短期大学

学校教育法第１１５条高等専門学校は，深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育成する
ことを目的とする。 
○２　高等専門学校は，その目的を実現するための教育を行い，その成果
を広く社会に提供することにより，社会の発展に寄与するものとする。

高等専門学校

学校教育法第１２４条 第一条に掲げるもの以外の教育施設で，職業若しくは実際生活に必要な能
力を育成し，又は教養の向上を図ることを目的として次の各号に該当する
組織的な教育を行うもの（当該教育を行うにつき他の法律に特別の規定が
あるもの及び我が国に居住する外国人を専ら対象とするものを除く。）は，
専修学校とする。

専門学校（専修学
校専門課程）

学校教育法第１３４条第一条に掲げるもの以外のもので，学校教育に類する教育を行うもの（当
該教育を行うにつき他の法律に特別の規定があるもの及び第１２４条に規定
する専修学校の教育を行うものを除く。）は，各種学校とする。

各種学校

学校教育法第１条に規定される学校以外の教育施設で学校教育に類する
教育を行うもののうち他の法律に特別な規定があるもの

省庁大学校

　注：　下線は筆者

図表８－２（ｂ）　機関目的，修得対象の比較

規定機関

深く専門の学芸を教授研究大学・短期大学

機関の目的 深く専門の学芸を教授高等専門学校

規定なし専門学校

知的，道徳的及び応用的能力を展開大学

目的とする知識
職業又は実際生活に必要な能力を育成短期大学

職業に必要な能力を育成高等専門学校

職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し，又は教養の向上専門学校
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１.２　学位，入学・卒業要件

　各機関の入学・卒業要件，学位については図表８－３にまとめた。上記に定義した高等教育機

関は高等専門学校を除いて，高等学校卒業ないし初等中等教育１２年の在学を条件としている。高

等専門学校は，中学卒業後に入学し，５年間の教育課程をもち，第４，５学年が高等教育に相当

する１０。

　卒業要件についてみると，大学ではほぼアメリカと同様の４年間１２４単位，（医学，歯学，獣医

学，薬学の一部では別に規定）である。ここにおける「学習単位」は大学設置基準によって定義

されている。短期大学では２年間，６２単位（一部で３年間，９３単位）である。高等専門学校は５

年間で１６７単位が要求される。専門学校では学習単位ではなく，「単位時間」を単位として計算し，

２年間の課程では１,７００単位時間の修得が要求されている１１。
　履修によって得られる学歴資格としては，大学については「学士」（bachelor），短期大学につ
いては「短期大学士」となっている。高等専門学校については「準学士」が与えられるが，これ

は学位ではなくて，称号と定義される１２。

１０ 大学については，特に一定の条件を満たした場合には高校２年修了での入学を認めているが，実際にはこの制度
を利用する例はきわめて少なく，また増加の傾向も見えない。

１１ 専修学校設置基準第十七条　昼間学科における全課程の修了の要件は，八百単位時間に修業年限の年数に相当す
る数を乗じて得た授業時数以上の授業科目を履修することとする。
２　夜間等学科における全課程の修了の要件は，四百五十単位時間に修業年限の年数を乗じて得た授業時数（当
該授業時数が八百単位時間を下回る場合にあつては，八百単位時間）以上の授業科目を履修することとする。

１２ 学校教育法第百二十一条　高等専門学校を卒業した者は，準学士と称することができる。

図表８－３　入学・卒業要件，学位，接続

大学院への入学大学への編入学学位卒業要件入学要件名称

可学士通常修業年限４年
１２４単位修得

高等学校卒業（初
中等教育１２年）

大学

不可（一定の条件
を満たした専攻科
の修了者に対して
大学評価・学位授
与機構の審査を経
て学士の取得に
よって可）

可短期大学士通常修業年限２年
６２単位修得

同上短期大学

同上可準学士（学位ではな
く称号）

５年間在学中学校卒業（９年）高等専門学校

不可（文部科学省
の指定した特定の
高度専門士につい
て可）

可一般的にはない。
文部科学大臣の指
定する専門学校の
卒業者：専門士，高
度専門士（学位では
なく称号）

２年制の場合，
１,７００単位時間

高等課程：中学校
卒業（９年）
専門課程：高等学
校卒業（初中等教
育１２年）

専門学校（専修
学校専門課程）

不可不可ない１年以上（簡易課
程では３月以上１
年未満）

課程に応じ独自に
設定

各種学校

大学評価・学位授
与機構による認定
と審査によって可

不可大学評価・学位授与
機構による認定と
審査によって学士

設置を規定する法
律に基づき設定

設置を規定する法
律に基づき設定

省庁大学校
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　なお，大学評価・学位授与機構が認定した短期大学，高等専門学校の専攻科，省庁大学校の一

定の課程の修了者については，同機構の行う審査に合格すれば，同機構から学士を取得すること

ができる。

　専門学校については，公的に与えられる学歴資格はない。ただし，２００５年に一定の条件を備え

た専門学校については，２-３年の課程については「専門士」，４年以上の課程については「高度
専門士」の称号が与えられることになった１３。後者は総授業時数が３,４００単位時間以上，大学の約
１２６単位相当の授業時間を条件としている。

　大学への編入学の資格については，短期大学，高等専門学校，専門学校卒業者には一般に認め

られていて，その場合，６０単位を上限として大学の修得単位として認められる。そのため，最短

では大学での２年間の学修で学士を得ることができる。

　大学院に入学するには，基本的には大学卒業（学士）が要件となる。短期大学，高等専門学校

については，前述の大学評価・学位授与機構による学士授与の制度を通じて大学院入学資格が生

じる。専門学校については前述の「高度専門士」を与える課程で，文部科学省に指定された専修

学校専門課程を修了した者については，大学院入学資格があることとされている１４。

１.３　質的保証のメカニズム

　日本の高等教育機関の質保証は，①設置主体についての規制による間接的な質保証，②外形基

準による設置認可，③その後の教育の実態についての自己評価および認証評価機関による評価

（認証評価），の三つの側面にわけて考えることができる。

　日本では国や地方自治体以外でも高等教育機関を設置できるために，設置主体に対する規制は，

質保証に重要な意味をもっている。前述のように，高等教育機関の設置主体は大学，短期大学，

高等専門学校については国，地方自治体，学校法人に限られ，さらに専門学校についてはそれに

加えて一定の資格をもつ団体が含まれる。

　学校法人については『私立学校法』，『学校法人会計基準』などによって運営の公正性，非営利

性を保証することが意図されている。重要な法令違反が生じた場合には，政府は学校教育法の規

定によって警告，さらに閉鎖命令を出すことができる。専修学校については前述のように学校教

育法第１２７条によって，その設置者について一定の規定はあるが，運営および経営については，地

方自治体が一定の基準を定めている１５。

　設置認可については，大学，短期大学，高等専門学校については，学校教育法の規定によって

政府が，大学設置基準，短期大学設置基準，高等専門学校設置基準にもとづいて行う。設置基準

は文部科学省令に準ずるもので，その改正等は中央教育審議会の議を経ることになっている。設

置基準は専門分野別に，教員数，施設設備などの教育条件を具体的に定めている。

　専門学校については，専修学校設置基準のほかに，管理者の地方自治体が独自の基準を定めて

いる。また前述の専門士および高度専門士の称号を与える機関については，文部科学省が独自の

条件によって認定を行い，認定された機関のリストを公表している。ただし都道府県による設置

認可の事後監督は個々に異なる。また専門士，高度専門士の認定機関についても，認定後のフォ

ローアップは行われていない。

１３ 「専修学校の専門課程の修了者に対する専門士及び高度専門士の称号の付与に関する規程」（平成１７年文部省告示
第１３９号）

１４ 文部科学省「修了者に大学院入学資格が認められる専修学校専門課程の一覧」
１５ 東京都の場合は，『東京都私立専修学校設置認可取扱内規』，『準学校法人設立認可基準』，『東京都準学校法人設立
認可取扱内規』
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　また大学については，設置認可後その際の条件が順守されているか否かについて「設置計画履

行状況等調査」が行われる。

　さらに既設の大学，短期大学，高等専門学校については，１９９１年から自己評価が義務付けられ

た。さらに２００４年から文科省から認定された「認証評価機関」による，いわゆる「認証評価」を

７年以内に受けることが義務付けられた。認証評価は，機関全体と，大学においては学部ごとに

行われる。ただしアメリカのように，機関評価とは別に専門プログラム評価を別に行っているわ

けではない。

　これに対して専門学校については，法的な制度としての認証評価は行われていないが，自主的

な団体としての評価は，特定非営利活動法人 私立専門学校等評価研究機構によって行われている。

２．システムの構造と機能

２.１　就学規模，費用負担

　機関別の就学者数を図表８－４に掲げた。就学者数の最も多いのが４年制大学（学士課程の

み）で，ほぼ２６０万人が在学している。その次が専門学校（専修学校専門課程）で５９万人が在学す

る。短大は１３万人，高等専門学校（高等教育相当部分）は１万人強にとどまる。

　設置者別にみると大学生の８割弱が私立大学に在学しており，２割程度が国立，１割弱が公立

大学に在学している。短期高等教育機関については，圧倒的に私立機関の役割が大きく，専門学

校の９割が私立で，短期大学もほぼ同様である。ただし高等専門学校については圧倒的に国立の

シェアが大きい。

　若者の高等教育機会に占める役割をみるために就学率（１８歳人口に対する各高等教育機関の入

学者の比率）を，図表８－５に示した。大学の就学率は１９７０年代後半から２割強であったが，１９９０

年代から大きく上昇し始め，２０１０年前後に５割に達したのち，ほぼ停滞している。短期大学はか

つては女子を中心として４年制の大学に次ぐ役割を担っていたが，女子が４年制大学にシフトし

たことにより，１９９０年代からしだいにその役割が後退し，現在では就学率は６パーセント程度と

なっている。専門学校１６は１９７０年代中頃に始まったが，しだいに就学率を拡大させ，１９９０年代半ば

図表８－４　機関種別の就学者（人）
出所：　学校基本調査２０１５年

１６ 専門学校の入学者については，新規高卒者のみ。
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には短期大学を超すに至ったが，２０００年代になってから，ほぼ１５パーセント前後で停滞し，現在

に至っている。

　こうした変化の結果，現在では４年制大学進学がおよそ５割，専門学校が１.５割，短期大学が０.５
割，という構成となっている。

２.２　専門分野別の在学者

　４年制大学の専門分野別の分布を図表８－６に示した。日本の大学の大きな特徴は，いわゆる

文系の分野での在学者が多いことである。人文科学系の在学者が１４パーセント，社会科学系が３２

パーセントで，あわせて大学在学者のほぼ半数となる。これに対して，理学，工学，農学は合わ

せて２割，保健家政，教育があわせて２割，残りが１割，という構成となる。

　直接に特定の職業と直結しない人文社会系が半数を占めることからみれば，日本の４年制大学

図表８－５　機関別就学率（入学者の１８歳人口に対する比率・％）
出所：　学校基本調査　１９７５年から２０１５年

人文科学 
14％ 

その他 
7％ 

芸術 
3％ 

教育 
8％ 
家政 
3％ 

保健 
12％ 

農学 
3％ 

工学 
15％ 

理学 
3％ 

社会科学 
32％ 

図表８－６　大学在学者の専門分野別分布，２０１５年・％
出所：　学校基本調査２０１５年
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には職業教育の色彩が薄いともいえるが，しかし逆に残りの半数近くは，職業に強い関連をもっ

た領域ともいうことができる。

　さらに短期大学在学者についての専門別分野を示した（図表８－７）。前述のように短期大学

は，教養および職業準備の二つの役割を持つものとされていた。同時に９割以上の学生が女性で

あった。女性のホワイトカラーへの就職の課程としての役割をもち，人文，社会科学，教養といっ

た課程に在学する学生も多かったが，次第に４年制大学への進学者が上昇し，現在では２割程度

となっている。

　職業準備についても，伝統的には，保健，家政などの分野で看護師，栄養士などの特に女性が

多い職業資格に向けた教育で大きな役割を果たしていたが，ここでも４年制課程への進学が進み，

現在では３割程度となっている。教育についても，かつては小学校教諭の課程の在学者があった

がこの部分は４年制課程への進学者が増えた。ただ現在でも幼稚園教諭，保育士については一定

の需要があり，これが在学者の４割を占めている。

　専門学校（図表８－８）は，ほとんどが特定の職業とむすびついた課程からなっている。「文

化・教養」に分類されるのも，語学，デザイン，写真など，やはり特定の職業に関連している。

時系列的にみれば，医療・福祉関係の人材需要の拡大に応じた課程が大きく拡大してきた。現在

では，医療関係が３４パーセント，衛生関係が１３％と，両者をあわせると半数近い。次いで工業，

商業実務などが続く。

教育 
38％ 
教育 
38％ 

その他 
7％ 

教養 
2％ 

芸術 
3％ 

社会 
9％ 

人文 
9％ 

農業 
1％ 工業 

3％ 
保健 
10％ 家政 

18％ 

図表８－７　短期大学在学者の専門分野別分布，２０１５年・％
出所：　学校基本調査２０１５年

図表８－８　専門学校学在学者の専門分野別分布，２０１５年・％
出所：　学校基本調査２０１５年
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　ただ専門学校の特徴は，個別にみればきわめて多様な職種に対応していることである。個別の

課程別に，構成比が２パーセント以上のものを示した（図表８－９）。前述のとおり，医療関係が

最も多数の割合を占めるが，この中でも大きな割合を占めるのが看護で，それだけで１６パーセン

ト，ついで理学・作業療法６パーセントで，この二つで就学者全体の４分の１を占めることにな

る。

　しかしその他は，きわめて多様な分野で学生を集めていることがわかる。

２.３　就職先，産業界との連携

　一般に４年制の大学卒業生に問題が多く，職業に直結した機関種は，就職状況がよいことをそ

の特質とされているが，実際にどの程度の差があるのか。

　日本の高等教育機関の就職については『学校基本調査』の「卒業後の状況調査」の結果が最も

よく用いられる資料である。しかしこれは大学，短期大学，高等専門学校の卒業生については調

査しているが，専門学校については調査していない。他方で毎年行われる『大学・短期大学・高

等専門学校及び専修学校卒業者の就職状況調査』はその対象に専門学校を含んでいる。この調査

は，一定時期の就職内定（決定）者の比率と，就職希望率とを示しているので，それを乗じるこ

とによって全卒業者に占める就職決定者の割合を推定することができる。この作業の結果を図表

８－１０に示した。

　大学，短期大学，高等専門学校の三者と，専門学校については調査内容，推計方法が異なるた

めに，両者の比較には限界があることに留意しなければならないが，少なくとも以下の点を指摘

することができよう１７。

　まず正規，正規外を含めた就職者の比率をみると，専門学校は８割を超えて，これらの中では

もっとも高い。これだけをみれば専門学校のいわば社会的生産性は最も高いといえるかもしれな

１７ 学校基本調査は教育機関については悉皆調査，就職調査はサンプル調査。

図表８－９　専門学校　個別課程別の学生数と構成比（％），２０１５年

割合（％）実数（人）領域
１００.０５８８,１８３計
１６.４ ９６,５３６看護
６.４ ３７,５４８理学・作業療法
５.７ ３３,２５３美容
４.２ ２４,７６４情報処理

３.３ １９,５７７デザイン
３.３ １９,３３０自動車整備
３.２ １８,６５７歯科衛生

２.６ １５,４９８法律行政
２.６ １５,３１８調理
２.６ １５,０８７柔道整復

２.５ １４,８０６ビジネス
２.４ １４,２５２保育士養成
２.３ １３,４５２旅行

２.２ １２,９３９動物
２.２ １２,９３２音楽
２.１ １２,１１９介護福祉

出所：　学校基本調査２０１５年
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い。しかし短期大学は進学者が１割程度あるので，これをあわせれば８割となり，専門学校とほ

ぼ変わらない。また高等専門学校は進学者が４割に達し，これを合わせれば，９割を超える。

　逆に「そのほか」，すなわち就職あるいは進学のいずれもしていない（あるいはそれが教育機関

側に捕捉されていない）卒業生の比率をみると，高等専門学校が最も低く，次いで短期大学で１

割上となる。大学と専門学校はともに２割弱となる。

　少なくともこの推計結果からは，専門学校の就職状況が，ほかの機関種とくらべて格段に優れ

ている，とはいうことができない。

２.４　費用負担

　高等教育機関についての包括的な統計はとられていないが，入手できる調査結果をまとめて図

表８－１１に示した。

図表８－１１　高等教育機関の学生負担額（２０１４，２０１５年・円）

２年度以降初年度納入金施設設備費入学料授業料

５３５,８００８１７,８００－２８２,０００５３５,８００大学　国立

５３７,８５７９３５,５７８－３９７,７２１５３７,８５７　　　公立

９０２,４９７１,１４９,２４６１６０,０１９２４６,７４９７４２,４７８　私立文系

１,２３０,４４８１,４９６,０４４１８７,２３６２６５,５９５１,０４３,２１２　私立理系

３,６２８,１６９４,６６４,５６０８６３,５３８１,０３６,３９１２,７６４,６３１　私立医歯系

２３４,６００３５１,９００－１１７,３００２３４,６００高等専門学校　国立

８６７,３２０１,１１３,１０３１７３,８２５２４５,７８３６９３,４９５短期大学　私立

１,０５７,０００１,２３６,０００３７３,０００１７９,０００６８４,０００専門学校　私立（東京都）

出所：　国立大学，高等専門学校（国立）は平成２７年度標準額，公立，私立大学，私立短期大学は文部科学省
「平成２６年度学生納付金調査」，東京都専修学校各種学校協会「平成２７年度学生生徒納付金調査」

図表８－１０　進路別の卒業者数　（２０１５年３月）

進路別卒業者数（人）

そのほか進学就職（非正規）就職（正規）計

９２,０９０６２,２３８２１,１３２３８８,５７５５６４,０３５大学

７,３５６５,６７５５,２４３４１,１６１５９,４３５短大

２８１３,８１１２５,７１７９,８１１高等専門学校

－－－－－専門学校

分布（％）

そのほか進学就職（正規以外）就職（正規）計

１６.３ １１.０ ３.７ ６８.９ １００.０大学

１２.４ ９.５ ８.８ ６９.３ １００.０短大

２.９ ３８.８ ０.０ ５８.３ １００.０高等専門学校

１６.７ ０.７ －８２.６ １００.０専門学校

出所：　大学，短大，高等専門学校については，２０１５年学校基本調査。専門学校については，文部科学省『平成
２５年度大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業者の就職状況調査（４月１日現在）』から推計１８。

１８ 専門学校の就職率は，就職状況調査の，就職率，就職希望率を乗じて算出。進学率は学校基本調査（初等中等教
育表１７）における大学学部への専門学校からの編入者数と，学校基本調査（初等中等教育表２０９）の専門学校卒業
生の総数の比率として算出。
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　これによれば，私立の短期大学，専門学校の平均学生負担額は，４年制私立大学の文系とほぼ

同水準にある。ただし，国立の高等専門学校は政策的に授業料が抑制されているために，４年制

大学と比べても格段に低い。

３．政策の動向

３.１　歴史的経緯

　戦後日本の高等教育制度の成立に関しては三つの時期を画することができる（図表８－１２）。

　第一は戦後教育改革における高等教育制度の発足である。もともと日本の大学は明治期におけ

るその制度的出発において，法学，医学などのいわゆる高度専門職の養成だけでなく，工学，農

学などの近代専門職業教育をその組織に含むものであった。この意味で，アメリカ型の職業高等

教育を含む，総合的な高等教育機関としての性格をもっていたといえよう。

　ただし戦前の高等教育においては，大学の就学率を抑制し，専門的な職業高等教育機関として

（旧制）専門学校をおいていた。その多くが戦後の新制大学に統合されることになった。こうし

た意味で，新制大学はもともと，専門的な職業高等教育機関としての性格をもつものであった。

ただし，大学の理念の上からは，伝統的なフンボルト理念が大きな影響力をもち，それが大学の

役割の規定や，大学人の意識に大きな影響を与えていたことは事実である。

　他方で新制大学は４年制とされたが，さらに短期の高等教育機関が必要，あるいは職業教育に

特化した機関が必要とする意見もあった。また一部には４年制大学となるには十分な条件を備え

ていないが，何等かの形での高等教育機関を作りたいという要望も少なくなかった。こうした事

情から１９４９年の学校教育法改正によって，「暫定的」なものとして「短期大学」の制度が作られた

のである。

　第二は，１９６０年代からの短期の高等教育機関の創設である。これには二つの背景があった。一

つは，新制大学は４年制とされたが，アメリカのコミュニティカレッジ，ジュニアカレッジに相

当する機関が必要という議論である。現実的にも，４年制大学を設置する条件は整えられないま

でも，何等かの高等教育機関の地位を得たいとする学校が少なくなかった。また女性の進学先と

して短期高等教育機関への需要が高まっていった。いま一つは，戦前の専門学校の発想から，短

期の職業教育機関が必要であるとする議論である。それは具体的には中等教育と短期の高等教育

図表８－１２　戦後の短期・職業高等教育機関に関する政策

関係法令事項

学校教育法（１９４７年）新制大学
１）新制大学制度
の発足

「短期大学設置法案（学校教育法の一部改正法
案）」（１９４９年）

短期大学

学校教育法改正（１９６１年）高等専門学校の設置
２）短期職業教育
機関の創設

学校教育法改正（１９６４年）短期大学制度恒久化

学校教育法改正（１９７５年）専修学校制度の設置

設置基準改正（１９８２年）短期大学からの大学への編入，単位の認定

３）システム統合

文部科学省告示（１９９１年）専門学校の取得単位の大学での認定

学校教育法改正（１９９８年）専門学校卒業者の大学への編入

学校教育法改正（１９９１年）学位授与機構による課程認定と学士の学位の
授与

学校教育法施行規則改正（２００５年）高度専門士への大学院への入学資格の付与
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を含めた教育機関という考えに結びつく。

　こうした背景から，１９５０年代には中央教育審議会などで審議が行われた１９。しかし単線型の学

校体系を前提として，それに「短期」機関を組み入れる，という考え方と，単線型の例外として

職業教育を中心として中等教育を含めた職業教育機関を創設する，という二つの考えは併記され

たままとなった。おもに後者の立場から１９５８年には「専科大学」法案が上程されたが結局，制度

化には至らなかった。

　しかし１９６０年代に入ると，経済成長のための中級レベル・マンパワーの養成，という政治的な

要求が力をもった。そうした背景から，主に工業部門での職業人の教育機関として，高校の課程

に高等教育レベルの２年間を組み合わせた高等専門学校が創設された（１９６１年）。他方で主に女

性の高卒者の進学需要も増大し，それが短期大学に向かって，短大の学生数も拡大した。これを

背景として「短期大学」が明確に学校教育法に規定された（１９６４年）。

　また国際的にみても１９６０年代には短期の職業教育機関の創設が各国で見られたことにも留意し

ておきたい。

　さらに１９６０年代の大学大衆化の結果として１９７０年代前半には４年制大学の規模抑制への動きが

力をもった。１９７５年に私学に対する経常費補助金制度が，私学の学生数の実質的な制限とのくみ

あわせで始まった。そこで発生する超過需要に対処することが必要となったことを背景として，

各種学校のうち一定の条件を満たしたものを，専修学校とし，そのうち高卒者を対象とする，２

年以上の課程を専門課程，それをもつものを「専門学校」とする制度が発足したのである（１９７５

年）。しかしこれも学校教育法上は，正規の学校を規定する第一条の改正には至らなかった。

　第三は１９８０年代からの，いわば「システム統合」への動きである。上述の短期高等教育機関は，

１９８０年代には量的にも拡大し，高等教育制度の中で重要な位置を占めることになった。しかし戦

後の教育制度は単線型を理念として発足したのであり，その原則と，短期型機関との間の統合が

課題とならざるを得ない。これは具体的には，短期型機関から４年制大学，大学院への編入，学

位の授与の問題として現れる。

　こうした流れの中で，短期大学卒業者の４年制大学への編入（１９８２年），専門学校卒業者が大学

に入学した場合の専門学校での取得単位の認定（１９９１年），専門学校卒業者の大学への編入（１９９８

年），学位授与機構による課程認定と学士の学位の授与（１９９１年）が制度化された。さらに前述の

「高度専門士」を与える機関のうち一定の条件を満たした機関の修了者に対する大学院受験資格

の付与が認められた（２００５年）。

３.２　政策課題

　以上のようにみれば，戦後から今日に至るまで，日本の高等教育には二つの問題があったとい

えよう。

　一つは高等教育の中に職業教育をどのように位置付けるか，という問題である。大学はそもそ

も医学，法学などの高度専門職を養成する機関であったが，１９世紀のアメリカでは工学，農学，

教育などの分野での近代的な専門職を養成する機能を加えた。しかし大陸ヨーロッパではそのよ

うな近代的な職業教育は大学の外におかれ，大学はいわゆるフンボルト理念をもとに，学術的な

研究と教育の場として性格を強めた。

　日本の大学は戦前は大陸ヨーロッパの影響を強くうけたものであったが，戦後改革による単線

型の教育体系の中に位置づけられた新制大学に移行することによって多様な職業教育の機能をも

１９ 中央教育審議会第１３回答申『短期大学制度の改善についての答申』
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つことになった。しかし大学の理念の上からは，戦前の学術的なフンボルト理念は根強い影響力

をもっている。しかも他方で新制大学の重要な構成要素であった一般教育の位置づけも定着した

とはいえない。さらに日本的な職場組織の中で，大学で学んだ専門的・職業的知識が社会でその

まま評価されない。

　このために，大学における職業教育の位置づけが曖昧となり，それに常に社会的な批判が向け

られるのである。

　今一つの問題は，高等教育機関の多様化のベクトルと，それを一つの体系に統合する必要との

相克である。高等教育への進学需要は，大学のようないわば幅が広いことを本質的な要件とする

教育機会に向かうと同時に，修業期間が短期であること，あるいは特定の職業への準備を目標と

した進学，など多様な要因をもっている。高等教育への進学が拡大する過程の中ではこうした多

様な需要のいずれかに応じた機関を設置することが求められる。

　しかし他方で，こうした限定的な性格をもつ高等教育機関に進学した場合には，４年制大学あ

るいは大学院などへの進学が困難となる。いわば袋小路を生じさせることになる。これは教育の

機会均等の観点からは望ましくない。またその卒業資格は，多様であるがゆえに，社会的な評価

を得にくい。そうした意味で，目的限定型の機関を，高等教育システムの中に位置づけることが

要求されるのである。

　しかしその場合には，大学がもつ独自の理念，制度的要求との間には矛盾が生じる。

　これら二つの問題は，社会的な環境や，教育需要のあり方，教育機関のもつ社会的な影響力の

あり方によって形を変えて現れてきた。現在，政策的な課題となっている，専門学校の一部を，

いわゆる一条校として短期大学，高等専門学校と同様な法的位置を与える，そしてさらにそのう

ち４年以上で一定の条件を備えたものを大学「相当」の高等教育機関として制度的に設定し，学

士に相当する学位を与える，という案は，こうした流れの上に理解することができる。

　この議論がどのように決着するかはまだ明確ではない。上述の高等教育のシステム化という観

点からみれば，専門学校の一条校化については，これまでの趨勢の延長として比較的に説得力が

あるものと思われる。しかし後者，すなわち大学とは別の高等教育機関として何等かの大学相当

の機関を新しく設置する，という案については，大学そのもののあり方自体と関わる問題であり，

結論は容易に得られないのではないかと考えられる。




